
下水道事業会計予算





（総則）

（業務の予定量）

千円 千円

第１条　令和２年度小郡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

① 公共下水道管渠整備事業

千円

１,３４７,００７

(２) 主要な建設改良事業

４,８１０,２１４

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 年間有収水量 ㎥

支　　出

千円

１７５,０３０

（資本的収入及び支出）

５５５,４０６

収　　入

　　第１項　営業収益

千円

１２,９２５

２,０００

　　第２項　補助金

１,７１０,１６２

９５３,０６５

　　第７項　出資金

② 流域下水道建設負担金

　第１款　下水道事業収益

２０,３４４

　　第２項　営業外収益

８３,６２０

７０７,９８１

（収益的収入及び支出）

収　　入

千円

千円

　　第１項　営業費用

７３６,７５３

　　第３項　特別利益

　第２款　下水道事業費用 １,７１６,０２２

千円

１,５３８,９９２

千円

千円　　第４項　予備費

千円

　　第２項　営業外費用

千円

　第３款　資本的収入

　　第１項　企業債

千円 　第４款　資本的支出

支　　出

１４０,３６８ 千円

千円

　　　令和２年度小郡市下水道事業会計予算

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４５６，７１４千円は、当年

　度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４１，９９７千円、過年度分損益勘定留保資金１５，５６３千円、当年度分損益勘定留保資金

　３９９，１５４千円で補てんするものとする。）。

　　第１項　建設改良費

　　第２項　借入金償還金

６１２,０００

千円８９０,２９３

千円１２５,０００

６３９,０２６

　　第３項　負担金
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第６条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

営業費用と営業外費用

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には、その債権者と協定
するところによる。
ただし、企業財政の都合によ
り、据置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還又
は低利に借換することができ
る。

　　　　４.０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

証書借入
又は

証券発行

千円

３８０,７００

（一時借入金）

公共下水道事業債
（特別措置分）

小郡市長　　加 地　良 光

職員給与費　　　　　　６５，０７８千円

令和２年２月２６日提出

流域下水道事業債 ７８,５００

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（企業債）

千円

１００,０００

(１)

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

公共下水道事業債

千円

資本費平準化債

千円

(１)

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。

５２,８００



予算に関する説明書





令和２年度　小郡市下水道事業会計予算実施計画

３ 特 別 利 益 ２０,３４４

３ そ の 他 特 別 利 益 ２０,３４４

８
消費税及び地方消費税
還 付 金

１

９ 雑 収 益 ８７９

１ 下 水 道 事 業 収 益 １,７１０,１６２

１ 営 業 収 益 ９５３,０６５

１．収益的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１ 受取利息及び配当金 １

３ 他 会 計 負 担 金 ３９５,８５９

４ そ の 他 営 業 収 益 １,９２４

２ 営 業 外 収 益 ７３６,７５３

１ 下 水 道 使 用 料 ９２８,０９４

３ 他 会 計 負 担 金 ２３,０４７

５ 長 期 前 受 金 戻 入 ３４０,０１３
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１ 予 備 費 ２,０００

４ 予 備 費 ２,０００

１,７１６,０２２

１ 営 業 費 用 １,５３８,９９２

３ 雑 支 出 ４２０

１ 支 払 利 息 １７３,６１０

２ 消費税及び地方消費税 １,０００

５ 減 価 償 却 費 ７６７,６４５

２ 営 業 外 費 用 １７５,０３０

（ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

支　出

３ 総 係 費 ６３,９９７

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

６５９,０００

１ 管 渠 費 ３４,０７２

２ 業 務 費 １４,２７８

２ 下 水 道 事 業 費 用



７ 出 資 金 １４０,３６８

１ 他 会 計 出 資 金 １４０,３６８

３ 負 担 金 １２,９２５

２ 受 益 者 負 担 金 １２,９２５

２ 補 助 金 １２５,０００

１ 公共下水道国庫補助金 １２５,０００

１ 企 業 債 ６１２,０００

１ 建 設 改 良 企 業 債 ６１２,０００

款 項 目 予　定　額 備　　考

３ 資 本 的 収 入 ８９０,２９３

２．資本的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）
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２ 借 入 金 償 還 金 ７０７,９８１

１ 企 業 債 償 還 金 ７０７,９８１

１ 公 共 下 水 道 整 備 費 ５５５,４０６

２ 流域下水道建設負担金 ８３,６２０

４ 資 本 的 支 出 １,３４７,００７

１ 建 設 改 良 費 ６３９,０２６

支　出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考



令和２年度　小郡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（ 単 位 ： 千 円 ）

資金増加額（又は減少額） △ 20,590
資金期首残高
資金期末残高 38,930

59,520

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 707,981
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー 44,387

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 612,000

投資活動による未払金の増減額（△は減少） △ 7,160
投資活動による未収金の増減額（△は増加）
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 464,950

1,314

140,368

無形固定資産の取得による支出 △ 76,020
国庫補助金等による収入 113,637
負担金による収入 11,750

業務活動によるキャッシュ・フロー 399,973

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 508,471

小　計 573,582
利息及び配当金の受取額 1
利息の支払額 △ 173,610

支払利息 173,610
未収金の増減額（△は増加） 30,294
未払金の増減額（△は減少）

引当金の増減額（△は減少） △ 900
長期前受金戻入額 △ 340,013
受取利息及び受取配当金 △ 1

当年度純利益又は当年度純損失（△） △ 26,798
減価償却費 767,645
貸倒引当金の増減額（△は減少） 413

△ 30,668

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
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（単位：千円）（単位：千円）

( )

( )

( )

※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（単位：千円）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む

623

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

期 末 勤 勉
手 当

児 童
手 当

△ 198

1,074

876

27

3,204

3,231

△ 727

14,365

13,638

14

1

15

180

600

780

△ 219

1,106

887 592

△ 336

648

312

△ 31

比 較 0 △ 1 0

給　与　費　明　細　書

１　総　　括

区 分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計
特 別 職 一 般 職

報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人）

本 年 度 0 10 0 34,219 20,331 54,550 10,528 65,078
1

前 年 度 0 11 0 36,703 21,621 58,324 11,355 69,679
1

△ 2,484 △ 1,290 △ 3,774 △ 827 △ 4,601
0

手

当

の

内

訳

区 分

比 較

前 年 度

本 年 度

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当



（単位：千円）

平均昇給率

職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

10人 1人 11人
11人 1人 12人

手　当 △ 1,290

制度改正
に 伴 う
増 減 分

0

その他の
増 減 分 △ 1,290

180
管理職員特別勤務手当 14
児童手当

増減額 増減事由別内訳

給与改定
に 伴 う
増 減 分

その他の
増 減 分

管理職手当 △ 31
時間外勤務手当 27
期末勤勉手当 △ 727

扶養手当 △ 198
住居手当 △ 336
通勤手当 △ 219

備 考

本年度
前年度

説 明

2.21%

△ 3,009

△ 2,484
昇 給
に 伴 う
増 加 分

２　給料及び手当の増減額の明細

区　分

給　料

97

428
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154,900

33.5

大 学 卒

国の制度

（円）

３　給料及び手当の状況

(１)職員１人当たり給与

(２)初任給

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

（円）

高 校 卒 154,900

一般行政職（円） 技 能 労 務 職（円）

150,600 147,900

平成31年1月1日現在

平均給料月額 （円） 255,582

平均給与月額 （円） 279,653

平 均 年 齢 （歳）

区　　　　　分 一 般 行 政 職

令和2年1月1日現在

平均給料月額 （円） 265,890

平均給与月額 （円）

技 能 労 務 職

290,044

平 均 年 齢 （歳） 34.4

182,200 182,200 182,200 ―



※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

36.34 ( 0 )

2 ( 0 )

18.2

( 0.0 )

18.2 ( 0.0 )

18.2 ( 100.0 )2 ( 1 )

( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

9.1 ( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

100.0 ( 100.0 )

10.0 ( 0.0 )

20.0 ( 100.0 )

20.0 ( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

10.0 ( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

100.0 ( 100.0 )

40.0 ( 0.0 )

６　級

４　級
平成31年1月1日現在

計

４　級

（級別の基準となる職務）
区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

一般行政職

主事の職務
その他の職員

主事の職務
その他の職員

係長、主査、
主任主事、主任、
主事の職務、
その他の職員

係長、企画主査、
主査、掛長、
技術員の職務

課長、主幹、
参事、課長補佐、
指導主事、
参事補、
企画主査、
指導主査、
指導技術員の職務

部長、課長、
主幹、参事の職務

(３)級別職員数

区 分
一 般 行 政 職

６　級

３　級

２　級

５　級

１　級

３　級

0

1

4

1

( 0 )

( 0 )

( 0 )

( 1 )

( 0 )

0

2

2

構成比　（％） 級 職員数　（人） 構成比　（％）

２　級

７　級

2 ( 0 )

0 ( 0 )

11 ( 1 )

0 ( 0 )

1 ( 0 )

令和2年1月1日現在

７　級

計

技 能 労 務 職

級 職員数　（人）

１　級

10 ( 1 )

( 0 )

( 0 )

７　級

部長の職務

５　級
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前
年
度 号 給 数 別 内 訳

４号給

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％）

（令和2年1月1日現在）

支給対象職員1人当たり平均支給月額 （円） 0

0.0

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 11 11

0.0

0.0 0.0

8

（人） 3 3

（％） 100.0 100.0

区 分 全 職 種

職 員 数 （Ａ） （人） 11

(４)昇給

区 分 合　計

11

0

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 行旅病死人取扱手当、伝染病作業手当、災害作業手当、災害出動手当

その他

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

本
年
度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

(５)特殊勤務手当

４号給（人） 7 7

その他（人）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

一 般 行 政 職

3 3

技 能 労 務 職

職 員 数 （Ａ）

（人） 10 10

号 給 数 別 内 訳

（人） 10 10

（人） 8



支給期別支給率

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

通 勤 手 当 一部異

(６)期末手当・勤勉手当

(７)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

区　分
支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

2.25 2.25 4.50
有

( 1.175 ) ( 1.175 )

備考
　６月（月分） 　１２月（月分） （月分）

国 の 制 度
2.25 2.25 4.50

有
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

( 2.35 )

その他の加算措置等

本 年 度
( 2.35 )

( 支 給 率 等 )

(８)その他の手当

区 分 差異の内容国の制度との異同

前 年 度
2.225 2.225 4.45

有
( 1.175 ) ( 1.175 )

住 居 手 当 同　一

47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

扶 養 手 当 同　一

地 域 手 当 同　一

支 給 率 等

国 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（3％～45％加算）

交通用具利用者の距離別支給額

24.586875 33.27075 47.709
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有 形 固 定 資 産

減価償却累計額
構 築 物
土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
建 設 仮 勘 定
減価償却累計額
工具、器具及び備品
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

出 資 金
投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
施 設 利 用 権

45,452
ロ

3,916,077

△ 1,002 108

128,117
ニ 600

23,171,208

イ

ヘ

△ 571

△ 67,287

未 収 金
現 金 預 金

資 産 合 計
流 動 資 産 合 計

未 収 金 貸 倒 引 当 金 433,555

イ

２　流　動　資　産
(1)

イ
投資その他の資産合計

24,856,678

20,938,601

(2)

29
ホ 1,110

51,667

472,485

2,000
2,000

478,415
38,930

(2)

無 形 固 定 資 産

△ 44,860

25,329,163

△ 2,457,980

令和２年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

資　産　の　部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

3,916,077

(3)

20,713,228
ハ 195,404

(1)



資 本 合 計
剰 余 金 合 計
利益剰 余金 合計

負 債 資 本 合 計

資本剰 余金 合計
他 会 計 補 助 金
国 庫 補 助 金
受 贈資 産評 価 額

資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計
組 入 資 本 金
他 会 計 出 資 金
固 有 資 本 金

資 本 金

負 債 合 計
繰 延 収 益 合 計

５　繰　延　収　益
(1)

(3)

４　流　動　負　債
(1)
(2)

６　資　本　金
(1)

流 動 負 債 合 計

3,427,216

イ

ハ 3,427,216

(1)

ロ

ハ

10,523,534

306,884

25,329,163
3,734,100

長期前受金収益化累計額

21,595,063
10,179,953

559,852
2,777,092

278,767
278,767

(2)

イ

△ 1,367,382

資　本　の　部

28,117
(2)

162

11,547,335

145,416

イ

891,576

738,514

5,573
預 り 金
賞 与 引 当 金

引 当 金
未 払 金
企 業 債

固 定 負 債 合 計
企 業 債

長 期 前 受 金

負　債　の　部
３　固　定　負　債

90,272

5,573

10,523,534

７　剰　余　金
(1)

イ 18,549
ロ 9,406

(4) 2,073

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金
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そ の 他 特 別 損 失

前年度繰越利益剰余金

６　特　別　損　失　

(3) 総 係 費

雑 支 出 39,667

22,287

当年度未処分利益剰余金

21,744(2) 他 会 計 負 担 金
(3) そ の 他 営 業 収 益

(1)

591,395

437,485

(2) 業 務 費

895,104

２　営　業　費　用

受取利息及び配当金

6,257

13,493

(4)
(5)
営 業 損 失

(1)

長 期 前 受 金 戻 入

３　営　業　外　収　益

支 払 利 息

経 常 損 失

31,117

4,404

管 渠 費

５　特　別　利　益　

(4)

令和元年度　小郡市下水道事業予定損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

（単位：千円）
１　営　業　収　益

そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 純 損 失
(1) 0 0

67,210

減 価 償 却 費
614,800
759,879

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金
1,486,499

(2) 他 会 計 負 担 金

(1) 下 水 道 使 用 料

305,565

6,257

340,895
(5)

225,606

(1)

雑 収 益 10,076

185,939
(2)

6,257

788,457

４　営　業　外　費　用
(1)

327,852

28,544

1

562,851

868,956



無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
土 地
構 築 物

機 械 及 び 装 置

(2)

59,520

2,000

20,819,099

25,039,832

ハ

令和元年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表

（令和2年3月31日）

3,966,848

ヘ

510,023

イ

投資その他の資産合計

45,452

25,564,928
525,096

(2)

ロ

3,966,848

(3)
イ 2,000

63,700

２　流　動　資　産
(1)

55
ホ 1,110

142,325
ニ 600

△ 757

△ 545

△ 53,079

△ 1,831,605

イ

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

（単位：千円）
資　産　の　部

22,650,704

21,070,984

△ 44,447 465,576

減価償却累計額
195,404

減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具、器具及び備品

減価償却累計額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権

(1)

353

１　固　定　資　産

現 金 預 金
未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金
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企 業 債
固 定 負 債 合 計

企 業 債
未 払 金
引 当 金
賞 与 引 当 金

預 り 金
流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金
固 有 資 本 金
他 会 計 出 資 金

資本剰 余金 合計

利益剰 余金 合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

183,244

10,650,049

組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

11,421,948

25,564,928
3,620,529
333,681

21,944,399

資　本　の　部
６　資　本　金

899,771

５　繰　延　収　益
(1)

10,650,049

４　流　動　負　債

(1)
イ

ハ
419,484

707,981(1)

10,394,579

資 本 剰 余 金
受 贈資 産評 価 額 18,549

(3)

305,565
305,565

(4) 2,073

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,027,369

28,116

イ

３　固　定　負　債

国 庫 補 助 金 9,405

6,473 6,473

ロ
90,272 3,286,848

(2)

ロ

(2)

ハ 他 会 計 補 助 金

(1)

162

2,777,092

負　債　の　部

3,286,848

７　剰　余　金
(1)

イ

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金

イ



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

　１．固定資産の減価償却の方法

　　(１)有形固定資産・・・定額法による。

２０年から５０年

２０年

５年

５年

　　(２)無形固定資産・・・定額法による。

５０年

　２．引当金の計上方法

　　(１)退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　(２)賞与引当金
　　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(３)貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　(１)消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１．企業債の償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

　　負担すると見込まれる額は、７，２２２，２０９千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示
　小郡市下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書等と重複することからセグメント情報は省略する。

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権

工具器具及び備品

車両及び運搬具

注記

機械及び装置

構築物
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雨水処理に要する経費に対する一般会計繰入金

督促手数料、下水道台帳交付手数料、排水設備責任技術者登録手数料等

延滞金、過料

分流式下水道等に要する経費等に対する一般会計繰入金

建設改良のための財源である補助金等の長期前受金のうち今年度収益化したもの

下水道施設維持管理負担金（基山町）等

流域下水道事業に係る返還金

目 節

1

1

1

3

1

1

1

2

4

5 長期前受県補助金戻入

6

1

3

2

令和２年度　小郡市下水道事業会計予算事項別明細書

３特別利益 20,344 

３その他特別利益 20,344 

その他特別利益 20,344 

消費税及び地方消費税還付金 1 

９雑収益 879 

その他雑収益 879 

1,928 

長期前受他会計補助金戻入 12,265 

８消費税及び地方消費税還付金 1 

長期前受受贈財産評価額戻入 149,279 

長期前受受益者負担金戻入 17,404 

長期前受国庫補助金戻入 159,137 

５長期前受金戻入 340,013 

預金利息 1 

３他会計負担金 395,859 

他会計負担金 395,859 

雑収益 1,571 

２営業外収益 736,753 

１受取利息及び配当金 1 

雨水処理負担金 23,047 

４その他営業収益 1,924 

手数料 353 

１下水道使用料 928,094 

下水道使用料 928,094 

３他会計負担金 23,047 

説　　　　　明

１下水道事業収益 1,710,162 

１営業収益 953,065 

１　収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 予　定　額



下水道管渠、マンホールポンプ等

マンホールポンプ通信料、水洗化促進のための啓発文書郵送料

下水道管渠清掃手数料等

下水道賠償責任保険料、建物総合損害共済に係る共済基金分担金

マンホールポンプ維持管理業務、マンホールポンプ不具合調査業務、雨水幹線清掃業務等

鉄道敷占用料等

維持補修工事、雨水幹線浚渫工事等

マンホールポンプ電気料

納付書、口座振替通知書等

納付書等郵送料等

口座振替、コンビニ収納消込等

上下水道料金一体徴収業務、上水道使用量リスト作成業務等

職員7人分

扶養手当、管理職手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

公用車車検等

自動車損害共済に係る共済基金分担金

下水道台帳管理システム保守更新業務、公営企業会計システム保守業務等

有料道路等使用料

協会等に対する負担金等

低地排水設備助成金等

期末勤勉手当に係る引当金（令和2年12月～令和3年3月分）

下水道使用料、受益者負担金に係る引当金

目 節

修繕費

通信運搬費

手数料

支　出

負担金

14

16

17

18

19

20

21

23

貸倒引当金繰入額 11,323 

1,735 

補助金 1,450 

賞与引当金繰入額 3,829 

25

26

31

34

240 

委託料 3,485 

使用料及び賃借料 8 

19

20

法定福利費 6,853 

旅費 18 

備消品費 72 

３総係費 63,997 

給料 23,800 

手当 11,145 

保険料 39 

2

3

4

8

9

14

18

2,023 

手数料 447 

委託料 11,208 

２業務費 14,278 

印刷製本費 600 

使用料及び賃借料 263 

工事請負費 5,500 

動力費 5,154 

材料費 10 24

12

16

17

19

550 

保険料 197 

委託料 7,985 

１管渠費 34,072 

修繕費 14,000 

通信運搬費 413 

２下水道事業費用 1,716,022 

１営業費用 1,538,992 

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明
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宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る維持管理負担金

構築物、機械及び装置等

流域下水道施設利用権

過誤納還付金等

1

目 節

1

2

1

2

1

3

１支払利息 173,610 

企業債利息 173,110 

一時借入金利息 500 

予備費

420 

４予備費 2,000 

１予備費 2,000 

1,000 

消費税及び地方消費税 1,000 

３雑支出 420 

2,000 

２消費税及び地方消費税

175,030 

４流域下水道維持管理負担金 659,000 

負担金 659,000 

５減価償却費 767,645 

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明

雑支出

有形固定資産減価償却費 640,854 

無形固定資産減価償却費 126,791 

２営業外費用

25



公共下水道整備に係る国庫補助金

公共下水道整備に係る受益者負担金

流域下水道臨時措置分等の企業債元金償還金に対する一般会計繰入金

1

2

３負担金

目 節

1

1

収　入

予　定　額

受益者負担金

１公共下水道国庫補助金

3

4

1

１建設改良企業債 612,000 

流域下水道事業債 78,500 

下水道事業債特別措置分 52,800 

説　　　　　明

３資本的収入 890,293 

資本費平準化債 100,000 

７出資金 140,368 

１他会計出資金 140,368 

他会計出資金 140,368 

２　資本的収入及び支出

12,925 

（単位：千円）

款 項

12,925 

２補助金 125,000 

12,925 

２受益者負担金

１企業債 612,000 

125,000 

公共下水道国庫補助金 125,000 

公共下水道事業債 380,700 
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職員4人分

扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

仮設水道使用料

水質検査手数料

事業計画変更業務

建設物価データ使用料等

管渠布設工事、改築工事

水道管移設補償

期末勤勉手当に係る引当金（令和2年12月～令和3年3月分）

宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る建設負担金

8

9

13

17

19

20

21

27

31

25

1

2

3

4

2

3

4

目 節

639,026 

１公共下水道整備費 555,406 

支　出

款 項 予　定　額

資本費平準化債償還金 5,000 

１企業債償還金 707,981 

公共下水道事業債償還金

（単位：千円）

850 

光熱水費 20 

給料 10,419 

手当 4,514 

法定福利費 2,774 

説　　　　　明

４資本的支出 1,347,007 

１建設改良費

旅費 10 

備消品費

61,010 

流域下水道事業債償還金 169,950 

２流域下水道建設負担金 83,620 

負担金 83,620 

２借入金償還金 707,981 

工事請負費 490,000 

補償費 20,000 

賞与引当金繰入額 1,744 

手数料 20 

委託料 25,000 

使用料及び賃借料 55 

472,021 

下水道事業債特別措置分償還金


